【様式１】

令和７年度　ＤＸを活用した６次化商品販売力強化事業（ＤＸ専門家による支援）
支援申込書兼事業計画書

令和７年　　月　　日
公益財団法人岡山県産業振興財団
理事長　小　林　　健　二　様
	企業名
	

	代表者
	（役職・氏名）




令和７年度ＤＸを活用した６次化商品販売力強化事業（ＤＸ専門家による支援）の支援を受けたいので、次のとおり申込みます。
なお、当該支援申込内容について、公益財団法人岡山県産業振興財団、岡山県及び関係機関で共有することについて、あらかじめ同意します。

【申込者の概要】
	１　所在地
	

	２　担当者氏名
	

	３　連絡先
	ＴＥＬ
	

	
	E-mail
	

	４　資本金・出資金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	５　従業員数（役員等を除く）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	６　経営全体の売上高
	約　　　　　　　円（直近期：Ｒ　年　月期）

	７　農林水産業（一次産業）の概要（簡潔に記載）
	

	８　支援を希望する６次化商品の
概要（名称や特徴を具体的に記載）
	

	９　支援を希望する６次化商品
　　の現状と目標　
	1 販売実績額
	約　　　　　　　円（直近期:Ｒ　年　月期）

	
	2 販売目標額
	約　　　　　　　円（来　期:Ｒ　年　月期）

	10　デジタル化の
現状
	ＨＰ（ホームページ）
	有　　　　　無

	
	ＥＣ（電子商取引）
	有　　　　　無

	
	ＳＮＳ（ライン・インスタなど）
	有　　　　　無

	
	その他（具体的に記載）
	

	11　６次化の計画（総合化事業計画）の有無
	有　　　　　無



【専門家による支援の内容】
	（１）６次化商品の課題点・問題点について（具体的に記載ください）


	（２）支援を求める内容

	（３）目標、効果



【誓約】
(1) 当社は現在又は将来にわたって、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他反社会的勢力（以下「暴力団等反社会的勢力」という。以下同じ）に該当しないことを表明・確約します。
(2) 当社は現在又は将来にわたって、自ら又は第三者を利用して、①暴力的な要求行為、②法的な責任を越えた不当な要求行為、③取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為、④風説を流布し、偽計若しくは威力を用いて貴財団の信用を毀損し、又は貴財団の業務を妨害する行為、⑤その他これらに類する行為を行っていないことを表明・確約します。
(3) 当社が上記のいずれかを満たさないと認められることが判明した場合又はこの表明・確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、本支援を中止されても異議を申しません。これにより損害が生じた場合でも、一切当社の責任といたします。
(4) 当社は、当社が暴力団等反社会的勢力でないことを確認するために、貴財団が行う調査に協力するとともに、必要に応じて本要請書に記載された情報を貴財団が岡山県警察本部に照会することに同意します。
